
富田林市 中長期財政シミュレーション

本市では、「財政の見える化」の取り組みの一つとして、持続可能な行財政運営の推進に役立てるため、また、
人口減少・少子高齢化の進展や公共施設の老朽化対応等がもたらす行財政への影響や、広域連携などにつき、
より中長期的な観点から検討することから、大阪府の支援を受け、令和6年度～20年度まで15年間の「中長
期財政シミュレーション」を作成しました。

・本シミュレーションにおける推計結果については、一定の仮定を元に長期間の推計を行っていることから、実
際の財政収支とは必ずしも一致するものではありません。
・本シミュレーションには、令和2年度策定の「富田林市行財政経営改革ビジョン」の将来的な効果額を反映し
ていません。
・本シミュレーションで見込む将来的な経費は試算上のものであり、市として実施の決定をしたものではあり
ません。
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なお、これまで本市独自の推計により10年間の収支見通しを作成・公表してきましたが、今回より府支援の本シミュレーションに統
合し、本市の中長期における財政推計としています。

本シミュレーションの前提



主 な 項 目 仮定

１．市税
・市民税は、年齢区分に応じた直近の決算額を基準に、今後の人口減少の影響や、名目GDP成長率（内閣府
試算：過去投影ケース、以降同じ）を反映
・固定資産税・都市計画税は、評価替えを考慮し、過去の増減率から算出

２．地方譲与税・
各種交付金

・地方消費税交付金は、直近の交付額に名目GDP成長率を反映
・法人事業税交付金は、過去3年間の平均値に名目GDP成長率を反映した数値を基準とし、人口及び従業
員数の変動を反映
・他の交付金等は、直近の決算額を基準とし、据え置き

※経済センサス活動調査（R3）より

３．地方交付税
・普通交付税（臨財債含む）は、直近の決算額にシミュレーションに基づく各年度の扶助費の増加分を反映
・特別交付税は、直近の決算額を基本とし、個別項目を調整

４．国・府支出金
シミュレーションに基づく各年度の費目別歳出額に、直近の決算額における国・府支出金の割合を乗じて算
出

５．繰入金
新庁舎建替事業等による特定目的基金の取崩については個別に計上、また、普通建設事業に係る経常的な
特定目的基金の取崩は直近の決算額で繰入とする

６．地方債
（臨財債除く）

シミュレーションに基づく各年度の普通建設事業費等に、直近の決算額における地方債の割合を乗じて算出。
ただし、新庁舎建設事業等については個別に計上

７．その他歳入
分担金・使用料等は、令和5年度決算額で据え置き。ただし、R5給食無償化による収入減を増、また、大阪
南消防組合発足に伴う2町1村からの消防費負担金を減

1.財政シミュレーションの試算方法①

本試算を作成するにあたって設定した、歳入に関する仮定は以下のとおりです。

●令和５年度決算（普通会計）をベースに15年間推計（令和6年度〜20年度）
●人口推計に連動する費目は、社人研将来推計人口（R5推計）と連動
●その他、人口と直接連動しない費目は、近年（原則、直近の3か年）の増減率や平均値などから試算
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主な項目 仮定

１．人件費
・直近の決算額に各年度の消費者物価上昇率（過去投影ケース：内閣府試算、以降同じ）を乗じて算出
・ただし、大阪南消防組合発足に伴う本市消防職員の減を見込む

２．扶助費 直近の決算額に、直近3年間の決算額から算出した伸び率でR9まで乗じ、R10以降は横置きとする

３．公債費 新発債は20年定時償還（元利均等）とし、利率はR6.9月の財政融資資金貸付金利による

４．物件費
直近の決算額（大阪南消防組合発足に伴う消防組合に移管する物件費は除く）に、各年度の消費者物価上昇率
を反映

５．繰出金

・国民健康保険事業特別会計への繰出金は、直近の決算額を基準に、75歳未満の推計人口を乗じて算出
・後期高齢者医療事業特別会計への繰出金は、直近の決算額を基準に、75歳以上の推計人口を乗じて算出
・介護保険事業特別会計への繰出金は、直近の決算額をベースに、府内全体の介護給付費総額の推計値の変動
率を乗じて算出

６．積立金
財政調整基金積立金は前年度が黒字の場合、収支差額の１／２を見込む。ただし、市債の繰上償還に要する財源
部分を除く

７．普通建設事業費
・直近の決算額を基準として各年度の消費者物価指数を乗じたものに、新庁舎建設事業、金剛中央公園・多機能
複合施設整備、（仮称）こども・子育てプラザ（東施設）整備の各個別事業を上乗せして算出

８．その他歳出
維持補修費は、直近の決算額に消費者物価上昇率を乗じて算出
補助費等は、金剛ふるさとバス運行経費及び大阪南消防組合発足に伴う負担金の影響を反映し、直近3年間の
決算額から算出した伸び率を乗じて算出

３、試算にあたっての仮定（歳出）
本試算を作成するにあたって設定した、歳出に関する仮定は以下のとおりです。

1.財政シミュレーションの試算方法②
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本市の令和6～20年度の収支及び財政調整基金の推移は、人口減少に伴う税収減、社会保

障経費の増のほか、人件費や物価上昇に伴う継続的な物件費等の増などにより、令和11年度

から決算が赤字（＝収支不足が生じる）となる推計結果となりました。

（単位：百万円）

収支不足が生じた場合は

財政調整基金を充当して

います

この試算には行財政改革による将来的な効果額を反映していません。

また、不確定要素を多く含むため、将来に向かって相当の幅を持って

みる必要があります。

本シミュレーションで予想される将来の赤字収支を
回避するため、富田林市行財政経営改革ビジョンに
基づく取組みを実施し、切れ目のない行財政改革の
実行に努める必要があります。
また、毎年度の予算編成において、「歳入の範囲で
歳出予算を組む」という財政規律を堅持します。
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・歳入：社会保障費の増に伴い地方交付税が増加する一方で、人口減により市税は減少傾向。また、新庁舎建設事業等により、令和7～10年度は地方債の発行や

基金の取崩に伴い、一時的に歳入総額が増加しています。

・歳出：社会保障経費の増加や物価上昇により増加傾向。また、建設事業費は令和10年度まで高い水準で推移しています。

※歳入の「繰入金」欄について、財政調整基金からの繰入れは含まず、収支不足が生じた際に財政調整基金の繰り入れを行っている。

（単位：百万円）

区 分 R5（決算） R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20

歳 入 合 計
48,035 46,197 50,258 52,397 50,539 50,540 47,536 47,533 47,546 47,543 47,540 47,543 47,552 47,389 47,286 47,280

市税 13,513 13,653 13,706 13,749 13,683 13,598 13,511 13,401 13,302 13,201 13,072 12,962 12,850 12,703 12,575 12,445

地方交付税（臨財債含む） 8,762 8,817 8,885 8,967 9,165 9,225 9,287 9,367 9,442 9,517 9,616 9,700 9,787 9,901 10,001 10,103

交付金・地方譲与税等 3,425 3,506 3,569 3,624 3,647 3,651 3,656 3,660 3,658 3,660 3,657 3,654 3,651 3,645 3,640 3,634

国・府支出金 15,212 15,006 15,803 16,329 17,945 17,960 17,098 17,121 17,152 17,166 17,188 17,212 17,242 17,257 17,278 17,300

地方債 1,476 1,244 2,749 3,732 1,599 1,894 601 606 612 617 623 629 634 640 646 652

諸収入 3,532 3,146 3,146 3,146 3,146 3,146 3,146 3,146 3,146 3,146 3,146 3,146 3,146 3,146 3,146 3,146

繰越金、繰入金 2,115 825 2,400 2,850 1,354 1,066 237 232 234 236 238 240 242 97 0 0

歳 出 合 計
47,562 44,980 49,062 51,415 49,979 50,533 48,126 48,755 48,907 49,015 49,186 49,315 49,538 49,679 49,844 49,999

人件費 8,318 6,988 7,142 7,242 7,314 7,373 7,439 7,506 7,581 7,642 7,711 7,780 7,857 7,921 7,992 8,064

扶助費 15,530 16,207 16,959 17,767 18,636 18,636 18,636 18,635 18,635 18,635 18,635 18,635 18,635 18,635 18,635 18,634

公債費 2,970 2,412 2,289 2,212 2,328 2,358 2,317 2,673 2,504 2,427 2,349 2,229 2,134 2,072 1,989 1,895

建設事業費（災害復旧含む） 3,567 2,144 4,655 5,930 3,405 3,840 1,390 1,402 1,415 1,427 1,440 1,453 1,466 1,479 1,493 1,506

物件費 5,748 5,560 5,684 5,765 5,847 5,870 5,923 5,977 6,062 6,086 6,141 6,196 6,285 6,309 6,366 6,424

補助費等 3,238 4,115 4,177 4,259 4,361 4,428 4,517 4,608 4,721 4,797 4,896 4,997 5,124 5,209 5,319 5,432

繰出金 6,250 6,285 6,399 6,488 6,538 6,588 6,639 6,690 6,722 6,730 6,740 6,748 6,756 6,770 6,762 6,753

積立金等 1,941 1,269 1,757 1,752 1,550 1,440 1,265 1,264 1,267 1,271 1,274 1,277 1,281 1,284 1,288 1,291

収 支 過 不 足 1,217 1,196 982 560 7 -590 -1,222 -1,361 -1,472 -1,646 -1,772 -1,986 -2,290 -2,558 -2,719

財 政 調 整 基 金 残 高 4,793 4,823 5,334 5,835 6,131 6,314 5,728 4,506 3,145 1,673 27 -1,745 -3,731 -6,021 -8,579 -11,298
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一斉に老朽化する公共施設等への対応により、 普通建設事業費は今後確実に増加することが見込まれるものの、本試

算ではこうした影響をすべて反映していません。

本試算では普通建設事業費を毎年約23.0億円と見込んでいますが、本市が公表している公共施設等総合管理計画(平

成28年3月策定・令和６年３月改訂）では、上水道・下水道を除く公共施設やインフラに長寿命化対策を実施して更新した

場合は、40年間に1519.9億円、1年あたり約37.9億円の経費が必要と見込んでおり、施設の総量最適化や長寿命化を

進める必要があります。財政収支への影響に留意が必要です。
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総合管理計画上の経費見込み

建設事業費のシミュレーション値

14.9億円の乖離

年平均37.9億円

年平均23.0億円

（単位：百万円）
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予算規模の増および人口減少に伴い、一人当たり歳入・歳出総額はいずれも増加していき。 歳出のうち、行財政運営

の効率性と関係性の高い「人件費・物件費」を見ると、現時点では同規模自治体の全国平均値よりも下回る結果となり

ました。ただし、将来的には人件費・物件費の増、人口減少により、一人当たりの人件費・物件費は増加していく見込み

となることから、引き続き、切れ目のない行財政改革が必要となります。
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人口10～15万人都市の全国平均値（R5年度決算時点で13万1千円）

※全国平均値の人口15～20万人都市は財政状況資料集の区分Ⅳより抽出。

（単位：千円）（単位：千円）

131千円


